
平成25年９月橋本市議会定例会会議録（第４号）その４ 

平成25年９月11日（水） 

                                           

                                        

（午後１時00分 再開） 

○議長（石橋英和君）休憩前に引き続き、会

議を開きます。 

 日程に従い、一般質問を行います。 

 順番16、３番 富岡君。 

〔３番（富岡清彦君）登壇〕 

○３番（富岡清彦君）一般質問を行います。

私は、市民は市政の主人公、この立場から、

２項目について質問をいたします。 

 最初の質問は、消費税増税で行政運営と市

民の暮らしはどうなる、について伺います。 

 自・公・民３党合意で消費税の増税を決定

し、2014年４月に８％、2015年10月に10％に

引き上げる法案を成立させました。現在、法

律どおり実施するか、経済状況を吟味し、来

年４月から消費税率を引き上げるのか山場を

迎えています。増税計画が法律どおり実施さ

れたら、実に13兆5,000億円もの新たな負担が

国民・市民にのしかかり、暮らしをさらに困

難にすることを危惧いたします。質問の第一

は、このような大増税について、当局の認識

を伺います。 

 第二の質問は、消費税の増税で市財政に対

する影響について伺います。地方消費税分の

増額に対し、全事業に対する材料費の増額、

全物品購入費の増額などが考えられ、消費税

の増税によって歳入、歳出でどのような変化

があるのか。歳出増となるのではありません

か。具体的な答弁を求めます。 

 第三の質問は、消費税の増税で市民生活へ

の影響について、具体的に伺います。 

 一つ目の質問は、地域経済に与える影響に

ついてです。市内の業者は中小零細業者が多

数です。ある団体の調査では、現在の税率５％

でも、６割の業者は身銭を切って消費税を支

払っている現状にあります。これが10％にも

引き上げられたら、身銭での納付は困難とな

り、廃業・倒産するしかないと何人かの方か

らお聞きをいたしました。当局は、市内業者

のこのような実態を把握しているのか伺いま

す。 

 消費税増税による市民生活への影響の二つ

目の質問は、市民の給与所得は十数年下がり

続けています。年平均で70万円も減収となっ

ています。年金生活者も受給額は減り続けて

います。このような状況下、４人家族で年16

万円もの新たな負担を強いることは避けるべ

きと考え、当局の見解を伺います。 

 第四の質問は、消費税の増税は、橋本市の

経済をどん底に陥れ、市財政に負担を求め、

市民生活を困難に至らしめると考えます。国

に対して、消費税の増税を中止することを強

く働きかけていただきたい。いかがですか、

伺います。 

 ２項目めの質問は、災害復旧の早期実施に

ついてです。 

 質問の第一は、基本点で伺います。災害復

旧はどのような手順で実施しているのか伺い

ます。 

 第二の質問は、具体例で問います。昨年の

台風・豪雨により、小原田地域で個人宅の畑

の法面が倒壊し、大量の土砂が菖蒲谷川に堆

積いたしました。近隣の住民は菖蒲谷川の氾

濫による二次災害を大変心配をしています。

災害発生から１年が経過しても、現状のまま

放置されています。とりわけ、二次災害を回

避するため、菖蒲谷川の大量の土砂の撤去を

早急に実施することを求め、演壇からの質問
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といたします。 

 明快な答弁を期待いたします。 

○議長（石橋英和君）３番 富岡君の質問項

目１、消費税増税による行政運営、市民生活

への影響に関する質問に対する答弁を求めま

す。 

 総務部長。 

〔総務部長（北山茂樹君）登壇〕 

○総務部長（北山茂樹君）消費税増税につい

てお答えします。 

 今日、我が国では消費税増税をめぐり大き

な論議が交わされ、連日ニュースに取り上げ

られています。昨年、民主党・自民党・公明

党の３党合意により消費税増税が決定されま

したが、実施時期については、景気の動向を

見ながら適切に判断していくとなっています。 

 この消費税増税は、言うまでもなく国民生

活に大きな影響を与えるものでありますが、

莫大な債務を抱える我が国にとりまして、高

齢化社会を支える社会保障制度の安定を図る

ため、どうしてもその財源が必要となってま

いります。 

 しかし、消費税を引き上げることによって、

ようやく上向き始めた景気に水を差すことに

もなり、中小企業をはじめとする経済活動に

悪影響を及ぼすのではないか、そして、かえ

って税収入を落ち込ませるのではないか、と

の懸念があります。 

 このような消費税増税にあたっては、いろ

いろな角度からさまざまな議論があり、先月

末には有識者60人から意見を聴取する「集中

点検会合」、いわゆる消費税ヒアリングが政府

において開催されました。その結果、来年４

月から消費税率を８％に引き上げることに賛

成の意見が約７割を占めています。そのほか、

意見の中には「実施時期を遅らせるべきだ」

とか、「１％ずつ段階的に引き上げるほうが良

い」といった提案もあったようですが、いず

れにしても、極めて難しい判断であることに

間違いありません。 

 本市といたしましては、今後、景気対策な

ど活発な経済対策を進めていくことで、労働

賃金や年金が上昇し、さらなる福祉の充実と

安定が図られ、市民生活にとっても良い影響

につながっていくことを期待するものです。 

 続いて、消費税が増税された場合の市財政

に対する影響についてのおただしですが、現

在の消費税率５％では、そのうちの１％分が

各自治体に地方消費税交付金として交付され、

本市においては約５億円が交付されています。

消費税率が８％となった場合は、消費税の

1.7％分が各自治体に交付される予定で、概算

では、本市には約８億5,000万円が交付される

計算になり、差し引き約３億5,000万円の増収

と見込まれます。 

 しかしながら、現行の制度では、地方消費

税交付金の75％は普通交付税の基準財政収入

額に算定されるため、実質の増収額は25％の

9,000万円程度と見込まれます。 

 一方、歳出予算では、物件費や投資的経費

などに消費税の増税分が上乗せされることに

なりますが、それとは別に、国は消費税引き

上げ分全額を社会保障費の財源にすると公表

しており、その一部が社会保障の安定化とし

て、安定財源が確保できていない既存の医

療・介護等の社会保障費の財源に充てられる

ことも考えられるため、国民健康保険特別会

計や介護保険特別会計への繰出金の減少につ

ながることも考えられます。 

 したがいまして、現段階では歳出の影響額

が把握できない状況であるため、歳入より歳

出増となるかどうかの見きわめは難しい状況

です。 

 次に、消費税増税による市民生活に対する

本市の認識についてのおただしですが、議員

ご指摘のとおり、消費税の引き上げは市民生
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活にさらなる負担を生じ、家計を苦しくする

ものと考えます。しかし、今日少子高齢化社

会を迎え、年々膨らんでいく福祉予算と国の

債務、そして、なかなか好転しない我が国の

経済財政状況から、何らかの対策を打たなけ

ればならないのも事実です。 

 そこで、「税と社会保障の一体改革」を掲げ、

税負担をもって年金や医療の制度充実が持続

可能な形で保たれるようにと、財源確保を図

るため、この消費税の引き上げが決定された

経緯があります。 

 したがって、この消費税増税を単に家計を

圧迫するものと一面的にとらえるのではなく、

将来を見据えた社会保障の充実強化という観

点も含め、私たちの生活全体の安定という広

い視点に立ち、総合的に考えていかなければ

ならないものだと思います。 

 最後に、市は消費税増税の中止を国に働き

かけるように、とのおただしですが、先ほど

もお答えしましたように、この問題は我が国

の将来を左右するかもしれない大きな問題で

あり、その判断は極めて難しいものがありま

す。そして、この判断は民意を受けた現政権

に任せられており、本市は国の決定に従い、

そして実現に向けて取り組んでいかなければ

ならないという立場にあります。 

 本市といたしましては、この将来を見据え

た判断が誤りのないものであり、今後、国民

生活の安定に資するものであることを切に願

います。 

○議長（石橋英和君）経済部長。 

〔経済部長（大倉一郎君）登壇〕 

○経済部長（大倉一郎君）消費税増税による

市内の中小零細業者への影響についてお答え

します。 

 議員ご質問の消費税立替納税は、国政でも

用いられている、消費税を転嫁できないとい

う表現に言い換えさせていただき、お答えし

ます。 

 平成25年４月付で経済３団体の一つ、日本

商工会議所産業政策第一部の税制改正アンケ

ートによると、売上高5,000万円以下の小規

模・零細事業者の６割以上が、消費税を転嫁

できないと回答された報告が示されています。

これに関する国の対策措置として、消費税転

嫁対策特別措置法が平成25年10月１日から施

行される予定であり、第２章で特定事業者に

よる消費税の転嫁拒否等の行為の是正に関す

る特別措置が明記されています。平成26年４

月１日以降に供給する商品または役務につい

て、消費税の転嫁を拒む行為等を禁止し、違

反行為を防止または是正するため、公正取引

委員会等が大規模小売事業者等の特定事業者

に対し、必要な助言を行います。また、違反

行為があると認めるときは、公正取引委員会

が勧告を行い、その旨を公表することとなっ

ています。 

 消費税の増税、実施時期、内容については、

安倍総理からも、まだ公に公表されていませ

んが、消費税の増税に関する対策措置につい

て現在検討されている状況にありますので、

今後の動向を注視してまいります。 

○議長（石橋英和君）３番 富岡君、再質問

ありますか。 

 ３番 富岡君。 

○３番（富岡清彦君）それでは、順番にとい

いますか、①から再質問をいたします。 

 質問の第一でありますけれども、この予定

どおり消費税が増税された場合、実は、15年

前ですか、３％から５％に消費税が引き上げ

られたというわけです。このときに何が起こ

ったかといいますと、非常に好調であった経

済が、この消費税の増税をきっかけとしてど

ん底に落ちていくというか、当時は２％の増

税だったわけですけれども、社会保障の、私

どもが言う改悪等もあって、たしか９兆円、
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国民に負担をかけたわけですけれども、この

増税以後、ずっと経済は落ち込んだまま今日

まで来ているわけです。 

 一つ数字を紹介したいのは、私が一番申し

上げたいことは、５％に増税した１年前の

1996年と、2010年度との税収ですよね。国税

や法人税を中心とする税収がどうなったかと

いいますと、結局、14兆円もの税収減になっ

ているんですよ。これ、一番減になった年度

をとってるんですけれども、もちろん、消費

税を５％に上げたときに、法人税の減税とい

うのもやったんですが、そうした影響もある

んですけれども、全体としては、５兆円規模

の増税を考え２％引き上げた。ところが、そ

のことによって経済がどんどん、いわゆる景

気が悪くなって、結局、法人税とか所得税と

かの税収が減っていく。結果的には減収にな

ったということなんです。安倍総理もこの辺

を一番気にはしていると思うんですけれども、

そういういわば歴史といいますか、あるので、

これは、しかも今はそういう景気を回復して

いない状況の中で、これだけもの増税という

のは、やはり避けるべきだというふうに思い

ます。 

 この点、先ほど答弁の中でも総務部長、若

干触れられたんですが、こうした実態はご存

じでしょうか。 

○議長（石橋英和君）総務部長。 

○総務部長（北山茂樹君）消費税は、一番最

初は昭和63年、当時竹下内閣の時代に消費税

法が成立しまして、そこから消費税３％とい

うことでスタートいたしまして、その後、平

成９年に３％から５％、それは地方消費税分

１％も含めて５％になってございます。それ

から今日ですけども、野田内閣時に消費税増

税を柱とする社会保障・税の一体改革の法案

が成立しまして、それに基づいて５から８、

さらには10％と引き上げる予定になってござ

います。 

 今、議員がおただしの、税収増を目的に消

費税を導入したんだけれども、結果的には減

収となっているということのおただしでござ

いますけども、確かに国の国税の総額の推移

だけを見ますと、消費税増税によって国税が

減少しているように見えるんですけども、こ

れは決して消費税増税だけが要因ではないと

考えております。 

 一番最初に、平成元年に消費税がはじめて

導入された時期といいますのが、ちょうどバ

ブルの絶頂期でございます。当時、消費税３％

が導入されましたけども、その翌年には減収

しているかといいますと、決して国税の減収

にはなってございません。それから、その翌々

年度も減収にはなってございません。大幅な

増収となってございます。 

 その後、バブル経済が崩壊いたしまして、

国税が減収してきたということで、国のほう

では消費税を引き上げるという経緯になった

んですけども、当時、５％に引き上げた時点

では、引き上げるということで、前年度では

駆け込み需要というのが当然ありまして、そ

の増税した翌年には、逆にその反動で、国税

が減少しているというようなことになってお

ります。平成９年のときには、その５％に引

き上げたんですけども、そのときに特別減税

の廃止も同時にされてます。それと、ちょう

どその時期といいますのが、アジアの通貨危

機がございまして、それによりまして非常に

日本の経済も深刻な状況に陥ったということ

で、結果的には国税の総収入額というのが減

少となってございます。 

 それから、その後、平成14年ぐらいには、

いざなみ景気、これは皆さんもご存じかと思

いますけども、非常に景気回復が緩いという

んですか、そんな関係で、豊かさの実感のな

い好景気というように皆さんが呼ばれたとい
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うような景気なんですけども、それから平成

19年頃までは、やや、やっぱり回復傾向にあ

りまして、国税の収入も徐々に増えてきてお

ります。 

 そんな矢先に起こったのがリーマンショッ

クです。リーマンショックがあり、これは平

成19年にあったんですけど、それから平成23

年の東日本大震災、そういうこともございま

して、結局、日本経済が低迷しておるという

ことで、現在の国税総額の減少につながって

いるということだと思っています。 

 したがいまして、国税総額の減少というの

は、決して消費税の増税によって今まで減少

しておるのかというたら、そうでもないと。

やっぱり世界・日本国内の経済情勢、それか

ら震災等々の影響も受けていて、結局は国税

が、現在やったら40兆円ぐらいの規模にとど

まっておるというようなことだと思います。 

○議長（石橋英和君）３番 富岡君。 

○３番（富岡清彦君）それでは次に、市の財

政の影響について伺います。税収云々はちょ

っと平行線になると思いますので、具体的な

点で伺います。 

 実質収入増としては9,000万円と説明して

いただいたんかな。通告でも行ってるんです

が、例えば、24年度の決算出てますので、こ

の消費税増税３％ということがわかってます

ので、24年度の決算ベースで、この３％、８％

に上がった場合、どれだけの支出増になるか

という点はわからないんでしょうか。出して

くれてると思うんですが。 

○議長（石橋英和君）総務部長。 

○総務部長（北山茂樹君）24年決算をもとに

という数字はつかんでございません。平成25

年度当初予算ベースで、ちょっとお話させて

いただきたいと思います。 

 平成25年度の一般会計の当初予算におきま

して、消費税の影響を受ける主な経費という

ことになりますと、一番大きいのはやっぱり

物件費でございます。それから、投資的経費

です。それから、あと維持補修費等々でござ

います。それらをあわせますと総額で約50億

円になります。単純に50億円の３％分という

ことで、５％から８％に消費税が引き上げら

れますと３％が増額になりますので、50億円

掛ける３％でございますので、１億5,000万円

の新たな支出が必要になるということになろ

うかと思います。 

○議長（石橋英和君）３番 富岡君。 

○３番（富岡清彦君）25年度の予算ベースと

いうことで前置きしてですが、ということは、

9,000万円の収入増で１億5,000万円の支出が

増えると、こういうふうに理解していいんで

しょうか。消費税増税によって市の財政とい

いますか、支出は増になるということで理解

していいんでしょうか。 

○議長（石橋英和君）総務部長。 

○総務部長（北山茂樹君）単純な計算ではそ

うなると思います。ただし、9,000万円はあく

まで地方消費税交付金の分と、それから、普

通交付税で引かれる分と差し引きした分が

9,000万円ということになるんですけども、当

然、普通交付税の算定にあたっては単位費用

といいまして、それぞれの単価を計算するの

に当然８％の金額を掛けた積算のもとの数字

というのが当然出てきますので、普通交付税

も若干やっぱり伸びてくるであろうと。その

分については伸びてくるだろうと思いますの

で、今、単純に9,000万円と言いましたけども、

もう少し増収分が増えるのではないかと思っ

ています。ただ、今の段階では、それははっ

きり申し上げられませんので、一応9,000万円

として、さらに歳出が１億5,000万円増えます

ので、議員おただしのとおり6,000万円の新た

な財政負担が生じるということになろうかと

思います。 
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○議長（石橋英和君）３番 富岡君。 

○３番（富岡清彦君）ありがとうございます。 

 総務部長、財政課長当時、この増える分だ

け説明いただいたので、これはちょっと違う

んじゃないかということで、この消費税増税

による同じ質問で、いろんな自治体が試算し

ているんですけれども、概ね、やはり消費税

増税によって、自治体の財政はいわゆる支出

が増えるというふうな計算になっているとい

うことですので、理解できました。 

 次に、橋本市議会でも国土強靭化法制定

云々という意見書を出す動きがあるようです

けれども、私が心配しているのは、これ、10％

に消費税を引き上げて、私どもは反対ですが、

収入としては13兆5,000億円ですよね。国土強

靭化計画といって、これは自・公・民が、い

わば秘密裏に、ある報道によれば秘密裏に計

画しておったことが表に出てきてるんです。

まだ法律化はされてないんですが、10年間で

200兆円ですか、毎年20兆円を国土強靭化と称

して投入すると。 

 これ、先ほど総務部長の答弁では、消費税

の増税分は全額社会保障に回すというふうな、

とんでもないというか、事実と全く違う答弁

だったんです。社会保障制度改革国民会議で

すか、あそこがすごい長い文書を出してるん

です。それに目を通してみますと、どこを探

しても、消費税の増税分でそこの社会保障に

お金が回ってくるというようなの、見当たら

ないんですよ。私が数十ページ読んだ範囲で

は。インターネットでとってみましてね。 

 後ほど阪本議員も、その一部を質問すると

思うんですけれども、例えば介護保険で言え

ば、要支援ですか、１・２についてはもう介

護保険から除外しますとか、あるいは医療で

言えば、70歳から74歳までの今現在１割負担

で窓口負担で診療を受けているのを、２割に

引き上げるとか、そういうことしか書いてな

いんですわ。私どもに言わせれば大改悪です

よね。その消費税分が回ってきて、社会保障

が充実するなんてもう、国民会議の報告を読

む限りどこにも見当たらないんですが、その

点はいかがですか。 

○議長（石橋英和君）総務部長。 

○総務部長（北山茂樹君）今、お話がありま

したとおり、安倍内閣は国土強靭化というこ

とで毎年20兆円、10年間で200兆円というよう

な巨大な公共投資をやろうとしてございます

けども、消費税増税を柱とする社会保障それ

から税の一体改革関連法といいますのが、社

会保障の安定財源の確保及び財政の健全化を

同時に達成することをめざす観点から、消費

税の使途が明確化されてます。 

 具体的に言いますと、５％から10％に引き

上げられた場合に、その13兆5,000億円の使い

道といたしまして、２兆7,000億円は医療・介

護サービスの充実や低所得者対策、待機児童

解消などの社会保障の充実に充てると。それ

から、２兆9,000億円は基礎年金国庫負担を２

分の１とするための財源に使うと。それから、

７兆円は後世の代への負担のツケ回しの軽減

に使うと。それから、8,000億円は消費税引き

上げに伴う社会保障支出の増加分に充てられ

るということで、現在の社会保障制度を守る

ことで、社会保障の安定化と財政健全化に一

定に寄与するものということで、きちっと明

文化されておるということでございます。 

 ちなみに、国土強靭化の財源ですけども、

これは国のほうでは建設国債を発行いたしま

して、その財源に充てるということが言われ

ておりまして、決して消費税増税分が国土強

靭化のほうの財源に充てられることはないと

考えております。 

○議長（石橋英和君）３番 富岡君。 

○３番（富岡清彦君）結局、それは国土強靭

化は借金でやるということやろう。そしたら、

－165－ 



13兆5,000億円のうち７兆円を借金に返すと

いう、簡単に言うたらそういうことだと。よ

くわからんわな。国会ではないので、できる

だけ市民の生活との関係で、時間も少し過ぎ

てきましたので、再質問を進めたいというふ

うに思います。 

 ③の、特に、この中小零細業者の皆さんの、

今、担当部長も６割の業者が、立て替え払い

というのは正確でないようです。身銭を切る

と言うたほうが、立て替えだったらどこかか

ら消費税分戻ってくるという意味なので、ち

ょっと訂正します。身銭を切るということや

な。腹切りと言ったらちょっと言葉悪いんで、

身銭を切って消費税分を払っているわけです

よね。 

 例えば、小売店の皆さんも身銭を切ってと

いう場合は、仕入れに消費税分を支払って、

お客さんに売るときに消費税分を転嫁できな

いというケースですよね。例えば、建設業関

係ですと、1,000万円の売り上げがあったと。

仕入れに700万円と。1,000万円の場合は50万

円の消費税がかかるんですけれども、この700

万円の仕入れの段階で35万円を支払うと。消

費税分ですね。わかりやすく言えば、あと15

万円を確定申告の段階で消費税分として支払

うと、こうなりますよね。1,050万円元請から

工事代金等々を入ってくればいいんですが、

それが入ってこない。消費税分を支払っても

らえない。この場合、丸々50万円については

下請けの業者が払うと。こういうことになる

わけです。 

 先ほど部長からは、消費税転嫁措置法と、

何ておっしゃったんか法律名、この法律で対

応するから大丈夫だというふうに、そういう

趣旨の答弁されました。これは全く現状を認

識されてないから言えることだと思います。

答えは簡単やっていうんやしょ。消費税分を

払ってくださいと元請に言ったら一発で、も

う仕事はもらえないということです。ほかの

業者に仕事をしてもらいます。こういうこと

になるということなんですが、この法律によ

って身銭払いというか、これ、国税のうちで

滞納している税金の50％が消費税なんですよ。

だから、こんな50％という異常に税金が納め

られないというのは、もう異常なことなので、

こうした実態を何とか対策を講じられないも

のか、この点、伺います。 

○議長（石橋英和君）経済部長。 

○経済部長（大倉一郎君）中小の零細企業は

橋本市内でも非常に多くありますけども、中

小零細企業は納入先の大手企業に対しまして、

強くものを言える立場ではないというのは議

員からもお話があったわけですけども、強く

ものを言える立場であれば、消費税が上がっ

た分も入れて、元請業者、大手企業にお話も

できるということになるんですけども、消費

税が増税された折には、県や国と緊密な連携

を確保しながら、先ほどもお話をさせていた

だいた消費税転嫁対策特別措置法というのが、

平成25年10月１日から施行される予定になっ

ておりますので、そういう消費税の転嫁拒否

業者の発見と情報を共有して、国の対策に協

力してまいりたいと考えております。 

○議長（石橋英和君）３番 富岡君。 

○３番（富岡清彦君）答弁のとおり、しっか

りやってほしいんですが、私が申し上げたい

のは、増税によっていわゆる身銭を切らんな

ん額が、パーセンテージが上がれば上がるほ

ど、どんどん増えていって、もう今でも限界

とおっしゃってますから、倒産あるいは廃業

といったところが増えてくることは目に見え

てるんです。そのことを強く訴えたいわけで

す。 

 次の質問に行きますが、市民生活への影響

でありますけれども、この給与所得について、

ピーク時から70万円、いわゆる給料所得の皆
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さんの年間所得が減っているわけですよ。こ

れは厚生労働省の毎月勤労統計調査というも

のをやってるんです。その数字です。労働者

の年間平均賃金は1997年の446万円、ここがピ

ークでして、どんどん減り続けまして、2012

年には377万円、この15年間で約70万円も年間

所得が減っている。これは国の調査なんです

が、こういう状況にあります。 

 そこで、職員の給与がどうなっているのか

と。退職金の場合、ピーク時の、私の認識で

は概ね３分の１減らされたわな。３分の２に

なったということは認識しているんですが、

いわゆる月々の給与について、ピーク時との

比較でどの程度減額になっているのかお尋ね

します。 

○議長（石橋英和君）企画部長。 

○企画部長（森川嘉久君）ピークというのが

平成11年度という認識で比較をさせていただ

きますと、平成24年度と平成11年度の比較で、

月額給与にいたしまして約４万4,000円減額

というふうになっております。年収に直しま

すと60万円弱の減額ということになっており

ます。 

 それから、退職金の件なんですけども、３

分の１ぐらい減というふうにおっしゃってい

ただいたんですけども、退職金のほうはそん

なに今のところ減ってはおりません。一応、

平成11年度と24年度で280万円程度の減額に

なっておりますが、公務員の場合、これから、

今年度から減額措置が始まりますので、それ

に基づきますと、平成27年度４月に向けて、

３年間で約400万円減額されるという予定に

はなっております。 

○議長（石橋英和君）３番 富岡君。 

○３番（富岡清彦君）少し退職金の額は荒っ

ぽかったんかわからんけれども、私はそうい

う認識をしております。何年後までかの条例

改正があったと思うので、あなたの退職のと

きは大丈夫と思うんですが、そういうことも

３分の１という表現が非常にわかりやすいん

じゃないかと思います。 

 で、これは年間約60万円だと。市職員は。

ピーク時の数字をどこにするかということで

したが、この程度なんでしょうか。いろんな

諸手当も含めて、これは計算してくれてます

か。 

○議長（石橋英和君）企画部長。 

○企画部長（森川嘉久君）内訳を申し上げま

すと、一応、給料のほうで３万1,000円、これ

はあくまでも平均でございますが、手当のほ

うで１万3,000円ということでございまして、

それが60万円弱でございますので、平均が70

万円でしたら、公務員につきましては、もち

ろん人事院勧告に基づいて民間給与の調査の

中でやっておりますので、減額幅がそんなに

大きく違っておることではないというふうに

思います。 

○議長（石橋英和君）３番 富岡君。 

○３番（富岡清彦君）市民の暮らしが大変だ

ということの一例として挙げたんですが、公

務員の皆さんは、一定、安定した給与という

ことも言えるんですけれども、市民の中には

といいますか、年金暮らしですよね、年金暮

らし。大分以前ですが、橋本市の国民年金の

受給者は、月額平均５万円というふうに聞い

ているわけで、こうした生活者に対して消費

税というのはやっかいなんですよね。 

 日本の税制の基本は累進課税といって、要

するに少ない所得の人は少ない税金を払って、

高額所得の人はたくさんの税金を払うという

のが基本になっているんですが、消費税とい

うのは逆進性が強い税制度なんですよ。です

から、所得の低い人ほど税負担が重いという、

こういう本来の欠陥というか、持った制度な

ので、そういう点では、しかも演壇でも申し

上げましたが４人家族でとにかく16万円とい
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う、10％に上がりますと。こうした負担とい

うのは避けるべきだというふうに考えていま

す。 

 これ、できればですけれども、消費税増税

は避けるべきだという、市民生活を非常に窮

地に追い込むといいますか、いう点で再度伺

います。 

○議長（石橋英和君）総務部長。 

○総務部長（北山茂樹君）消費税増税をでき

れば避けるべきだというご意見でございます

けども、先ほども私も答弁いたしましたとお

り、消費税増税は社会保障、それから税の一

体改革を進める上で、安定的な財源を確保さ

れるために実施されるものでございます。 

 近年、少子高齢化がますます進展いたしま

して、このまま推移しますと、やがて１人の

若者が１人の高齢者を支えるというような時

代が、将来確実に到来するという現実を踏ま

えた場合に、やっぱりできるだけ早く、その

社会保障の安定財源を確保しておくというの

が必要でございますし、それから、経済成長

のいろいろ停滞する中で、社会保障の充実安

定化、それから財政の健全化ということを進

めていく必要があろうかと思います。消費税

は広く国民から徴収するという形になります

ので、消費税でなければ、逆に働く世代に負

担を多くしていただくということにもなりま

すので、消費税が一番安定的に、それからす

ごい高い財源の調達力がございますので、今

の段階では、やっぱり消費税を増税するのが

一番好ましいと考えてございます。 

○議長（石橋英和君）３番 富岡君。 

○３番（富岡清彦君）かみ合わない質問です

が、私としては、消費税の増税というのは、

先ほどからの議論で、橋本市の経済というも

のを、特に小・零細企業ですね、どんどん倒

産に追い込むし、市の財政、これは一致しま

したが、影響を与える可能性があると。それ

から、市民の暮らしを困難にするという点で

は、何もいいことはないと私は思います。 

 国策だから口出しはできないということで

はなしに、やはり市民の立場に立っていただ

いて、消費税増税中止というのをぜひ訴えて

いただきたい。いただけそうにないので、要

望として、１項目め、終わります。 

○議長（石橋英和君）次に、質問項目２、災

害復旧の早期実施に関する質問に対する答弁

を求めます。 

 経済部長。 

〔経済部長（大倉一郎君）登壇〕 

○経済部長（大倉一郎君）災害復旧はどのよ

うな手順で実施しているかについてお答えし

ます。 

 農地・農業用施設の災害復旧については、

災害申請の採択要件としまして、最大24時間

雨量80㎜以上、時間雨量概ね20㎜以上です。 

 その降雨により災害が発生すると、まず職

員が現地調査を行うとともに、地元区からの

報告に基づき、職員が現地確認を行います。 

 次に、復旧工法の検討及び工事費を算出し

まして、災害復旧事業の申請を国に行い、国

の査定により工法及び工事費が確定し、工事

入札となります。 

 なお、農地については、現に耕作している

田・畑が対象で、面積・勾配により反当り限

度額という投資効果の限界値が設定されてい

ます。農業用施設では幅員1.2ｍ以上、受益戸

数２戸以上の農業用道路及び用・排水路、た

め池等が対象となります。 

 また、農地・農業用施設及び林道の災害復

旧については、受益者の方に分担金の負担金

額等の確認を行い、同意が得られたら国に災

害復旧事業の申請を行い、分担金を前納して

いただいた後、工事の入札、工事着手となり

ます。 

 議員おただしの災害復旧については、昨年
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６月の集中豪雨による畑の災害で、畑の面積

から算出した補助対象限度額の５倍から６倍

程度の工事費が必要であり、畑の所有者が負

担する分担金の同意が得られず、災害復旧事

業の申請は行っていません。 

 菖蒲谷川に堆積する大量の土砂及びコンク

リート片が川の流れを阻害し、氾濫すること

による二次災害ですが、河川管理者の伊都振

興局建設部に確認を行ったところ、掘り込み

河道で流水断面の阻害は３分の１程度であり、

対岸及び下流側にある民家は一段高い場所に

あることから、二次災害が起こる危険性は低

いと考えます。 

 しかし、崩土等については、起因者に撤去

していただくのが原則ですが、流水部分につ

いては影響も考えられることから、やむを得

ず県で撤去していくと聞いています。それ以

外の部分については、起因者に対し撤去する

よう継続的に指示しているとのことです。 

○議長（石橋英和君）３番 富岡君、再質問

ありますか。 

 ３番 富岡君。 

○３番（富岡清彦君）災害復旧の件でありま

すけれども、これは県の管轄の事業というこ

とでありますけれども、担当部長はじめ関係

者の皆さんに大変なご苦労いただいているこ

とに敬意を表します。 

 先ほどの答弁で、菖蒲谷川に堆積した大量

の土砂は撤去するとのことでございます。あ

りがとうございます。早期の撤去をお願いを

いたしまして、私の質問を終わります。 

○議長（石橋英和君）３番 富岡君の一般質

問は終わりました。 

 この際、２時15分まで休憩いたします。 

（午後１時55分 休憩） 
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